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脱炭素社会に向けた
日本環境衛生センターの国際協力
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一般ஂࡒ๏ਓ 日本環境Ӵੜセンター
૯局 ྗڠࡍࠃ部 部

１ɽはじめに

日本環境衛生ηンター（+ESC）は1954
年の創設以来、環境保全、廃棄物理、環
境生物の防আなどに取り組んできました。
こうした問は、地球温暖化・気候変動や
環境Ԛછ、感છのྲྀ行といった地球規模
の՝とີに関連しているため、ੈ界各
国が協調・連ܞして対応を進めることが必
要であり、資金や技術・知見を十分に有し
ていない国を他の国が支援する国際協力が
重要であることは論をまちません。+ESC
もこれまで蓄積してきた技術・知見を活用
し、廃棄物理、大気環境理、Ԛ水・排
水理の３分野を中৺として、+IC"や環
境省による్上国の人材育成（研म）事業

や技術協力事業、調査事業等を通じた国際
協力を積極的に展開しています。
「ੈ界各国が協調・連ܞして対応を進め

る」最もݦஶな事例が地球温暖化対策です。
2021年10月31日から11月13日に英国・グラ
スΰーでCOP26（国連気候変動組条約第
26回క約国会議）が開催され、温室効果ガ
スの排出削減に向けた、ੈ界各国による実
効的な取組みの促進について議論・合意さ
れました（ࣸਅ１ɿ同会議の詳細は、生活
と環境2022年１月߸にܝ載された、水୩
洋「国連気候変動組条約第26回క約国会
議（COP26）の݁果報告について」を参র
ください）。

本ߘでは、+ESCが国際協力を通じて、
地球温暖化対策、特に国際社会における脱

+&4$ͷల։

写真１　$01��෩ܠ
　　　　  ［出典：$01��݁Ռ概要、環境省］
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炭素社会の構築に向けたྲྀれにどのように
貢献しているのかを紹介します。

２ɽ ։ൃ్্ࠃにお͚Δ
ૉԽଅਐのࢧԉ

ੈ界各国間の連ܞ・協調である国際協力
の中で、最も重要なものは、資金や技術・
知見を十分に有していない開発్上国の経
済・社会開発を通じて、地球規模՝解決
への取組みを後ԡしすることです。ここで

はまず、地球温暖化対策における開発్上
国の࢟勢の変化を見ていくことにします。
ਤ１は、2018年のੈ界のCO2排出量に

める各国の割合を示すグラフです。
これを見ると、先進国及び#3ICS（ブラ

ジル、ロシア、インド、中国、ೆアフリカ）
とݺばれる新興国が排出の大をめるこ
とが分かります。他方で、地球温暖化の影
響とݴわれるਂࠁ化するׯばつや大Ӎ、ハ
リέーン等により、より大きな被害を受け
るのはインフラの整っていない開発్上国
です（ࣸਅ ù）。

こうしたഎܠから、これまでの地球温暖
化問をめ͙っては、CO2をはじめとする
温室効果ガスのྺ࢙的な排出量が多い先進
国と、排出量は少ないもののその影響に対
する੬ऑ性は高い開発్上国を区分し、先
進国は్上国にൺべてより重いをෛう
べきとする「共通だが差ҟのある

（C#%3）」という֓念が1992年の国連気候
変動組条約（UN'CCC）に盛り込まれ、
先進国の排出削減義務や先進国から్上国
に対する資金供༩や技術移సの推進等に議
論のয点がてられてきました。

2015年のパリ協定では、こうした構図に
大きな変化が見られました。先進国・్上
国にかかわらず、すべての国連加盟国が温
室効果ガス削減・抑制目標（N%C）を作
成し、５年ごとに更新して条約事務ہに提
出することが合意されたほか、先進国は؇
と適応に関して్上国に対する資金支援
を行うものの、్上国にも自主的な資金の
提供をྭすることとなりました。

こうした変化のഎܠには、先進国・్上
国を問わず、温室効果ガスの排出を続ける
国に対する国際社会の見方が厳しくなり、
国外からの投資にも影響するようになった
ことがあげられます。さらには、日本政府
の二国間クレジット制度（+C.）をはじめ、
్上国における炭素化技術の導入を支援
する国際的な制度が整備されるなかで、్

図１　 ��1�年のੈքの$0�ഉ出量にΊる
ओ要ഉ出ࠃの割合

　　　  ［出典：&%.$ʗΤωϧΪーɾࡁܦ౷ܭ要ཡ
���1年൛、+$$$"ΣϒαΠトより］

写真 ２ 　 ΠンυωγΞɾジϟΧϧタࢢ　
ӍقのେӍでףਫしͨ௨り

　　　　  ［写真ఏڙ：୩本ඒՃ�+*$"］
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上国自も、脱炭素化への取組みが新たな
産業の育成や国内の環境衛生改ળにつなが
るというメリットを認識してきたことがあ
げられます。

したがって、脱炭素化に向けた国際協力
は、్上国がこうしたメリットをڗ受でき
るような方法で実施するのが最ྑであると
。えますݴ

３ɽ ్ のૉԽΛଅਐ͢Δࠃ্
+&4$のྗڠࡍࠃ
ʕʕഇغൃిのւ֎ల։

్上国における炭素化技術の導入促進
に向けた+ESCの国際協力はະだ限定的で
はありますが、表的な例として廃棄物発
電技術の海外展開を取りあげます。

廃棄物発電はバイオマスを含む炭素な
電力であり、日本では施設自のエネル
ギーফ費をうだけでなく地域にもエネル
ギーを供給し、化石೩料由来の電力をସ
することでCO2削減に貢献しています。た
だし、EUの循環経済アクションプラン

（2015年）や日本の第４次循環型社会形成
基本計画（2018年）では、まずは発生抑制
ˠリϢースˠリサイクルという３3をపఈ
したうえで、なお残る廃棄物についてエネ
ルギー回収を図るという優先順位が明確に
示されていることを、్上国における展開
にあたっても意識する必要があります。

్上国の多くの都市においては、収集さ
れたごみはほとんどがະॲ理のままຒ立ॲ
分場に投棄され（オープンダンϐング）、
温室効果ガスであるメタンガスの発生源と
なっているほか、Րࡂや崩མなどでຖ年多
数の٘ਜ਼者が出ています。

こうした都市において、前述のとおり３3
をపఈしたうえで廃棄物発電を導入すれ
ば、メタンガス排出抑制に加え、発電した
電力の活用により石炭Ր力等の化石೩料に
よる発電の抑制を図ることができ、温室効

果ガス排出の削減につながります。さらに
はຒ立ॲ分場の無டংな拡ுと、それに伴
うプラスチックごみの環境中へのྲྀ出やਁ
出水による水࣭Ԛછ等を抑制し、都市全体
の環境衛生改ળを図ることが可能になりま
す。いわば్上国にとっては、脱炭素化と
ともに国内の環境衛生改ળにもつながると
いうメリットがಘられる取組みであるとݴ
えます。

インドネシアでは2018年に、環境にやさ
しい技術として廃棄物発電施設の導入を推
進する大౷ྖ令が発出されており、それに
基づいて導入対象として国内12都市が選定
されています。

このྲྀれを受けて、+ESCは、環境省と
+IC"が連ܞして取り組んでいる同国
ジャワ州における廃棄物発電導入支援事業
に2018年度より参画し、PPP事業を前提と
した各種技術書類の作成等に係る支援を
行ってきました（ࣸਅ ú）。֘事業が実
現すれば、メタンガス排出抑制による約40
万̓ �CO2相の温室効果ガス排出削減と、
発電による一ൠ家ఉ約12万ੈଳ相分の電
力供給が可能になると見込まれています。

他方、+ESCの国際協力における強みと
して、これまで+IC"や環境省からの受ୗ
による్上国向け研मの実施を通じて構築
してきた、్上国政府関係者とのネット
ワークがあげられます。

写真 ３ 　ジϟϫभͱのٞڠの様子
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環境省の循環産業研मにおいては、こう
したネットワークを活用し、廃棄物発電を
中৺とする炭素化技術の海外展開を目指
す本企業と్上国政府関係者の橋しを
する場（民間企業ワークショップ）を積極
的に提供しています。本企業からは、各
国からの研म参加者（中央政府及び自治体
関係者）に対して自社の技術を直説明で
きるとともに、各国・都市の状گを聴取し
てソリューション提案につなげられる機会
として評をいただいています。

参考までに、2021年度の環境省循環産業
研मにおける民間企業ワークショップの実
施状گをද１に示します。

なお、循環産業研मでは、廃棄物発電と
ซせての取組みが重要である３3について
も、日本の経験や技術を紹介しています。

４ɽ ࣾࡍࠃձにお͚ΔૉԽਪਐの
ॏ要ͳϓϨイϠʔ
ʕʕ&6ٴͼதࠃͱの࿈ܞ

+ESCは国際協力の一環として、EUにお
ける脱炭素化に向けた動向につき情報収集
を進めるとともに、中国における環境改ળ
を支援しています。EUはੈ界における脱
炭素化の先導役として、また中国はੈ界最
大のCO2排出国として、いずれもੈ界レベ
ルで脱炭素化を推進していくうえでの重要
プレイϠーであり、+ESCの脱炭素社会に
向けた国際協力における特的な取組みと
なっています。

4.1　 脱炭素先進地域である
EUの廃棄物管理に係る調査

EUは2030年までに温室効果ガスの排出
を1990年ൺで55％以上削減するとの目標を
げており、日本の目標である46％削減ܝ

（2013年ൺ）とൺべても、先ۦ的な目標で
あるとݴえます（ਤ ù参র）。

さらには、環境に配慮した経済活動か൱
かを認定する基準（タクソノϛー）を設定
し、企業や投資家にタクソノϛーに適合す
る事業や投資割合の開示を求め、グリーン
な事業に投資が向かいやすくする制度を構
築する等、「脱炭素先進地域」であるとݴ
えます。

+ESCは2019年度及び2020年度に、環境
省からの受ୗ事業のなかで、日本の廃棄物
理における脱炭素化等の推進に向けた参
考情報として、欧州各国におけるリサイク
ルと廃棄物ম٫の回収促進を中৺とした
資源循環促進に係る取組みを調査しました

（ࣸਅ û）。EU各国は、欧州委員会の定め
る廃棄物指令及びຒ立指令（同指令に基づ
き各国が国内法を定めて対応）に基づき、
リサイクルの向上と生分解性廃棄物のຒ
立量の削減に係る目標を設定し、達成に向
けた取組みを進めています。こうしたなか

表１　 ���1年度　環境省॥環࢈業研修に͓͚る
ຽؒا業ϫーΫγϣοϓ実ࢪ実
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で、廃棄物発電の導入も
進み、例えばフΟンラン
ドでは、地域暖の೩料
を化石೩料からバイオマ
ス・廃棄物でସする動
きが進んでいるほか、国
際廃棄物連盟（ISW"）
の廃棄物発電部会におい
ては、今後の技術的՝
として廃棄物発電施設の
排ガスからCO2をந出す
る二ࢎ化炭素回収・貯留・
有効利用（CCUS）技術
の開発を進めていること
がわかりました。

日本においても、廃棄
物発電を地域におけるエ
ネルギー源としての活用
を促進し、さらにはCCUS
の取組みも始まっている
ところであり、これらの
参考となる先行事例とݴ
えます。

今後は、こうした動きの進を引き続き
Ѳするとともに、欧州θロカーボンシ
テΟや欧州グリーンキャϐタル受都市
等、都市の脱炭素に向けた取組みを調査し、
本地方自治体による地球温暖化対策計画
策定・実施の参考となる情報提供を目指す
予定です。

4.2　 本邦企業の技術を活かした
中国における環境改善への貢献

上記ਤ１に示すとおり、中国はੈ界最大
の二ࢎ化炭素排出国です。他方で、ਤ ùに
示すとおり、温室効果ガス排出削減につい
ても高い目標をܝげており、環境と開発を
調させつつ脱炭素化を目指す政策を推進
しています。

こうした中国の環境と開発に対する国際
的な諮問機関として、1992年に設立された

『中国の環境と開発に関する国際協力委員
会（CCICE%ɿ通শチャイナカンシル）』
があり、+ESC理事長のೆ川が委員をつと
めています。また+ESCは、長年日中環境
協力の中৺であった日中༑環境保全ηン

写真 û 　 Ԥभ廃棄物ௐࠪでσンϚーΫ3$ࣾ"ࠃの
廃棄物ൃిࢪઃΛࢹ

図 ２ 　 ओ要ࠃɾҬの温ࣨޮՌΨスഉ出ݮඪ
　　　 ［出典：+$$$"ΣϒαΠトよりҾ༻］
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ターと、2018年に環境分野の協力活動に関
する協定をక݁しています。

+ESCはこうした連ܞ関係のもと、環境
省からの受ୗ事業を通じて本企業の技術
を活用して、中国における脱炭素化を含む
環境改ળを促進する取組みを実施していま
す。

（１） ίϕωϑΟοトܕେؾԚછରࡦのͨ
Ίのڞಉ研ٴڀͼϞσϧ事業の推ਐɾ
実ࢪ

「コベネフΟット型」とは、環境Ԛછ対
策と温室効果ガス削減を同時に実現するア
プローチを意ຯします。本事業では、大気
Ԛછの改ળを進めるա程での温室効果ガス
削減もซせて目指しています。

ۙ年の中国の大気環境のѱ化は、同国内

のみならず日本の大気環境にも
少なからず影響を及ぼしていま
す（ࣸਅ ü）。また、大気Ԛછ
の主たる原Ҽは化石೩料の大量
ফ費であることから、温室効果
ガスの大量排出も伴っていま
す。

こ う し た な か で、+ESCは
2015年から中国中央政府及び日
中の都市間連ܞの組みで、気
候変動対策を視野に入れた大気
環 境 の 改 ળ の た め の コ ベ ネ
フΟット型共同研究を技術的に
サϙートしてきました。その後、
2018年６月に開催された日中三
カ 国 環 境 大 臣 会 合（TE..）
における日中環境大臣のバイ会
談において、中国が推進する「੨
ۭ保護উ利戦三年行動計画」に
向けて、大気環境の改ળに具体
的に資する研究継続の重要性が
認識され、大気Ԛછ物࣭の削減
と温室効果ガス排出抑制のコベ
ネフΟット効果をさらに追及し

ていくため、モデル事業の実施を通じて日
中方の協力をさらに強化していくことで
合意しました。

これを受けて+ESCは2018年から、以Լ
の３件のモデル事業を実施してきました。
 外食産業等小規模分ࢄ型大気Ԛછ源対策

モデル事業
 企業から排出されるش発性有機化合物
（VOC）の大気環境への排出削減モデル
事業

 重点地域等における広域オκンԚછ対策
モデル事業

さらには、日本の民間企業が有する優れ
たVOC対策技術を中国企業に紹介し、ビ
ジネスマッチングを通じた環境改ળを目指
す取組を進めています（ࣸਅ ý）。

写真 ý ࢹ業のا༺దࡦԽ合物（70$）ഉ出ରػ༗ੑൃش 　

写真 ü 　1.���によるେؾԚછのঢ়گ
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（ ２ ） 環境ٕज़ϓϥοトϑΥーϜΛ௨ͨ͡
中ࠃに͓͚る本ا業のϏジωスల
։支ԉ

日中間の環境協力は、政府開発援助
（O%"）により2008年度まで継続して推進
され、O%"によるプロジェクトは2021年
度をもってすべてऴྃし、今後は、྆国
が相ޓに協力して環境協力を一層ਂめてい
くことが合意されています。

新たな日中環境協力の展開の一つとし
て、中国生態環境部が運Ӧする『国家生態
環境科学技術成果実用化総合サービスプ
ラットフォーム（CEETT）』を通じた環境
技術のී及があげられます。

CEETTは、中国国内の地方政府や企業
等が有する環境改ળ技術のニーζに応える
ことを目的として、生態環境部が2019年に
日中༑環境保全ηンター（ै来のO%"
を通じた日中環境協力の中৺）に設立した
プラットフォームであり、中国国内の環境
技術4,700件以上が大学・研究機関等の第
三者評価を経てొ・公開され、طに250
万をえるアクηス数を数えています。

同ηンターはCEETTェブサイトに
「日本技術ηクション」ページを開設し、
日本企業の環境技術を中国市場向けに紹介
し、日本企業の中国企業との技術交ྲྀ・ビ
ジネス連ܞと中国市場への進出を促進する
こととなりました。

+ESCは同ページにܝ載する中国企業向
けのコンテンπ作成を進めており、今後同
ページを日中企業に広くप知するととも

に、ܝ載する日本企業の技術情報を増やし、
中国での環境ビジネス展開をࢤ向する日中
企業間のビジネスマッチングを促進してい
きます。

５ɽおわりに

以上のような国際協力の実施を通じ、
+ESCは海外における地球温暖化対策の動
向をѲし、脱炭素化に資する技術的支援
の経験を蓄積し、国内外の関係者とのネッ
トワークを構築してきました。

日本国内においては、地方自治体による
地球温暖化対策実行計画の策定・実施と脱
炭素先行地域の構築等が求められていま
す。+ESCは今後これらを積極的に支援し
ていく予定ですが、その際には、国際協力
を通じてಘられた知見やネットワークを活
用した࣭の高い計画策定を目指していく所
ଘです。
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